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夫婦の幸福感に関する日中比較：妻の相対収入とジェンダー規範の影響
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近代家族制度の形成過程において、「男性は仕事、女性は家事・育児」というジェンダー役割分

業規範が確立してきた。この規範が強固に存在する社会では、夫婦の行動が規範から逸脱する場合、

家庭内の分業行動において経済合理性から外れる選択が生じる可能性がある。例えば収入に関して、

相対的資源仮説によれば、妻の収入が増加するほど、妻は自身の家事・育児負担を減らし、夫婦間

のより平等な家事分担を求めるという経済合理的な行動を取りうる。しかし、妻の収入が夫を上回

り、家庭の主要な稼ぎ手となる場合、この状況は「男性は仕事、女性は家事・育児」という伝統的

なジェンダー役割分業規範からの逸脱とみなされる。そのため、この逸脱を補正しようとして、一

部の妻はむしろ家事・育児の負担を増やすという選択を行うことがある。さらに、妻が夫より多く

稼ぐ場合には、妻の就業継続や夫婦関係にも負の影響が及ぶ可能性があることも先行研究により指

摘されている。

妻の相対収入と夫婦関係との関係については、アメリカでは、夫の収入が妻を下回る場合に結婚

満足度が低下し、離婚リスクが高まることが示されている（Bertrand et al. 2015）。ハンガリーにお

いて、女性の収入比率が高いほど、夫婦双方の生活満足度が低下する（Hadju and Hadju 2018）。イ

ギリスにおいて、夫の収入が妻に対して相対的に高まるほど、夫の生活満足度は上昇する一方で、

妻の生活満足度には有意な影響は見られなかった（Gash and Plagnol 2021）。アジアにおける先行研

究では、中国において、妻の相対収入の上昇が、結婚満足度および結婚の安定性を低下させる（Zhang
2015）。日本において、妻の賃金の割合が高いほど妻の幸福感が低下する（Ma and Piao 2019）。ト

ルコにおいては、妻の収入比率が高まると夫の幸福感のみが低下することが報告されている

（Karakaş 2024）。

本研究では、日中比較を行い、妻の相対収入（RI）に着目し、ジェンダー規範からの逸脱が夫婦

の幸福感にどのような影響を及ぼすのかを検証する。分析で使用するデータに関して、中国につい

ては China Family Panel Study（CFPS）2020 年調査、日本については日本家計パネル調査（JHPS）
2020年調査のデータを用いる。

現時点の分析結果によれば、妻の相対収入を四段階に分類して分析した結果、RIが 0〜25％の世

帯と比べて、RIが 75〜100％の世帯における妻の幸福感は、日本および中国の両国において有意に

低下する傾向が確認された。また、RIが 75〜100％の世帯における夫の幸福感については、日本の

みで有意な低下傾向が確認された。一方、妻の相対収入を三段階で分類して分析した場合、夫婦が

平等な稼ぎ主（equal earners）の世帯と比べて、妻が主たる稼ぎ主（majority earners）の世帯におけ

る夫の幸福感は、日本および中国の両国において有意に低下する傾向が確認された。これらの結果

から、世帯内における夫婦の分業がジェンダー規範から逸脱することは、日本および中国の既婚男

女の幸福感を低下させる可能性が示唆される。


